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1981 年以降横ばいであった事業者数は 1990 年代に入り減少し、2006 年は 9,732 事業所となっ
た。また、従業者数は 1980 年代・90 年代はほぼ横ばいであったが、1996 年以降減少し、2006
年は 84,024 人まで落ち込んだ（図 1）。日本の有効求人倍率をみると、いざなぎ超えの長期景気
拡大期といわれていた 2002～2006 年は増加傾向にあり、2007 年は多少減少したものの 1.0 を超
えて推移していたが、リーマンショック以後、低下している。一方、釧路市のそれは、2000 年
以降一貫して 1.0 を超えることはなく、全国平均と比較しても低水準で推移し、2009 年度は 0.32
であった（図 2）。調査時点では 2010 年度の有効求人倍率が算出されていなかったが、4 月の
0.33 からほぼ横ばいで 7 月まで続き、8 月の 0.36 以降微増し、2011 年 1 月には 0.42 となり多少
の回復がみられたものの、いまだ低水準といえる。 
さらに新規高卒者の就職環境は劣悪な状況にある。2010 年 3 月卒業者の場合、有効求人倍率
は 1.18（管内 1.04、道内 0.88、道外 2.54）であったが、2011 年 3 月卒業者は 0.95（管内 0.76、
道内 1.03、道外 2.23）となっていた。また就職内定率をみると、2010 年 3 月卒業者 58.9％から
2011 年 3 月卒業者 53.5％と低下しており、さらに 2011 年は管内 43.6％、そのうち女性 39.9％







－ 4 － 



















注）現在の釧路市は、2005 年 10 月 11 日に、旧・釧路市、阿寒町、音別町が合併し誕生したため、
2001 年以前のデータは 3 町市の合計である。 
 









 資料 釧路公共職業安定所 資料 厚生労働省「職業安定業務統計」 
 注）「パート」を含む数値 注）新規学卒者を除きパートタイムを含む 
 






資料 ハローワークくしろ「ハローワーク REPORT」平成 23 年 1 月 
 
単位　％
計 男 女 計 男 女
計 53.5 62.6 46.1 58.9 66.0 52.4
管内 43.6 50.0 39.9 52.6 58.3 48.9
道内 67.5 72.5 61.1 59.8 63.3 56.2
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表 2 学歴別新規学卒者初任給 
単位　千円
釧路 札幌 釧路 札幌 釧路 札幌 釧路 札幌 釧路 札幌 釧路 札幌
2009年3月卒業 155 159 148 155 163 169 156 162 197 200 195 198
2010年3月卒業 154 163 143 159 158 171 158 164 194 203 195 197
前年差額 -1 4 -5 4 -5 2 2 2 -3 3 0 -1































 資料 釧路市生活福祉事務所・ 資料 釧路市生活福祉事務所・ 






は 49.5‰と 20 人に 1 人が生活保護受給者となっている（図 3）。そのため、釧路市の保護費は
上昇傾向にあり、2009 年度は約 134 億円であった。 
日本全体のデータであるが、厚生労働省（2004）によると、非正規雇用の地位にある就業期
間が 1 年以上という者が 8 割弱おり、長期間にわたって非正規雇用者である者は少なくない。 
また、前職の雇用形態別に離職した若年層の転職後の雇用形態をみると、正規雇用者のうち
次の職場も正規雇用で転職している割合と、非正規雇用者のうち次の職場も非正規で転職して
いる割合が高い（厚生労働省 2006）。非正規から正規雇用への転職は、過去 10 年間、約 20％で














 本節では、2011 年 3 月 1 日に実施したヒアリング調査とその後に発行された釧路市生活福祉














注 1）1998〜2001 年は総務省統計局「労働力特別調査」(2 月)、2002〜2004 年は総務省統計局「労働
力調査（詳細結果）」をもとに厚生労働省労働政策担当参事官室にて特別集計 
注 2）離職者とは、過去 1 年間に離職した者のことである 
出典：厚生労働省『平成 18 年版労働経済の分析』192 頁、第 3−（2）－6 表 




















































資料 釧路市福祉部生活福祉事務所 2011：7 












































的に支援を実施するものであり、2010 年 6 月に閣議決定した政府の「新成長戦略」にも挙げられている。
詳細は、http://www5.cao.go.jp/keizai2/personal-s/personal-s.html,（2011/09/10 アクセス）を参照のこと。 
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３．社会的排除／包摂概念の特徴 
 




動をしていた社会カトリック運動団体「ATD 第 4 世界（カールモンド）」などによって使われ、
1974 年、当時フランスの社会事業担当大臣を務めていた R.ルノワールが著作『排除された人々






















                                                                 
3 宮本（2004）によると、「ステイタスゼロ」とは主婦・学生、被雇用者、訓練生のいずれでもない状態を
指す言葉である。 
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個別的な理解が必要な概念といえる。 

































トと社会的脆弱性に関する講演 イギリスにみる根拠」 http://www.mext.go.jp/a_menu/sports/ikusei/ 
kenzenforum/kenzenchuou/07061917/006/002.htm（2011/12/1 アクセス）を参照のこと。 





























                                                                 
6 アメリカでは 1960 年代にワークフェアが提唱され 1996 年のクリントン政権時に導入された TANF
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義が社会的にも認識されるようになった。経済成長や完全雇用などのスローガンのもと、20 世




























準拠枠」とされてきた。しかし、20 世紀の第 4 四半期になると（核）家族がさらに分割され、
個々人が社会の最小単位となっていった。「個々人が、社会的な生活世界における再生産単位」
                                                                 
9 武川（2007）では、消費における個人化についても言及している。 



































































































































































 2011 年 10 月 20 日、全国 19 の政令指定都市でつくる指定都市市長会は、民主党と厚生労働

























（研究代表者：鈴木奈穂美、研究期間 2010-2011 年度）の研究成果の一部である。 
 
                                                                 
10 詳細は、2010 年 10 月 20 日に指定都市市長会がまとめた『生活保護制度全般のあり方を含めた生活保護
制度の抜本的改革の提案』http://www.siteitosi.jp/activity/pdf/H22_10_21_01.pdf（2011/12/1 アクセス）を参照
のこと。 
11 詳細は、2010 年 10 月 20 日付の生活保護問題対策全国会議ブログにある、指定都市市長会・生活保護制
度改革案に対する意見書 http://blog.goo.ne.jp/seiho_taisaku（2011/12/1 アクセス）を参照のこと。 
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